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一般財団法人東京2025世界陸上財団第７回理事会の開催結果について 

PRESS RELEASE 

 

2024年１月16日 

一般財団法人東京2025世界陸上財団 

 

報道関係各位 

 

一般財団法人東京2025世界陸上財団第７回理事会の開催結果について 

 

 

一般財団法人東京2025世界陸上財団は、下記の決議事項の提案について、書面により本日付で理事全員の同意を

得たことから、定款第36条に基づく決議があったものとみなしましたので、お知らせいたします。 

 

 

記 

第７回理事会 （決議の省略の方法による） 

 

資料掲載場所 

（URL） 

https://worldathletics.org/jp/competitions/world-athletics-championships/tokyo25/about-

us/board-meeting 

 

（QRコード） 

 

 

 

 

 

 

決議事項 ： （公財）日本陸上競技連盟との基本協定の締結について 

→資料１参照 

https://worldathletics.org/jp/competitions/world-athletics-championships/tokyo25/about-us/board-meeting
https://worldathletics.org/jp/competitions/world-athletics-championships/tokyo25/about-us/board-meeting


  

 

   

2 一般財団法人東京2025世界陸上財団第７回理事会の開催結果について 2024年１月16日 

本プレスに関するお問い合わせ先 

一般財団法人東京2025世界陸上財団 広報担当 

E-mail : press＠WATokyo25.com 

 

 

東京2025世界陸上公式サイトはこちら 

https://worldathletics.org/jp/competitions/world-athletics-championships/tokyo25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京2025世界陸上競技選手権大会の概要 

主催 ワールドアスレティックス（ＷＡ、世界陸連） 

大会期間 2025年9月13日（土）から21日（日）まで 9日間 

会場 国立競技場ほか（マラソン、競歩は都内での実施を予定） 

参加選手数 約2,000名 

参加国・地域数 約210カ国・地域 

種目数 49種目（予定） 

 

https://worldathletics.org/jp/competitions/world-athletics-championships/tokyo25


（公財）日本陸上競技連盟との基本協定の締結について

東京2025世界陸上に関するWAと世界陸上財団、日本陸連との間における契約（Event Organisation Agreement、以

下「EOA」という。）を踏まえ、世界陸上財団と日本陸連が相互に連携を図りつつ大会準備を着実に実施するため、

役割分担等を明らかにする日本陸連との基本協定を締結したい。

資料１

１ 署名者

当該協定は、日本陸連との協定であり、世界陸上財団及び日本陸連の両法人における会長を尾縣貢氏が務めて

いることを考慮し、本協定における署名者は武市敬事務総長とする。

なお、日本陸連においても、尾縣貢氏以外の者が署名することを予定している。



２ 協定の主な内容

（１）役割分担

世界陸上財団：EOAに基づく大会の準備・運営に関する権利行使及び義務履行

日本陸連 ：世界陸上財団の権利行使及び義務の履行に関し、専門的な技能、知識等の提供に加え、財団が

権利又は義務を有する部分に関する合理的な支援

（２）サービスレベルの適正化等

・本大会の成功に向け、世界陸上財団はWAとのサービスレベルの適正化等の協議に臨むこととし、日本陸連

は必要なサポートをする

・大会に関する重要な事項については、双方誠実協議の上で対応する

（３）費用負担

世界陸上財団：大会の準備・運営業務に要する費用について、自己の責任で資金を調達

日本陸連 ：大会の準備・運営について１０億円を上限として負担

（４）権利義務の承継

世界陸上財団は、大会の準備・運営のために作成又は保有していた一切の文書、資料等及び将来の世代のため

に記録又は保存されることを目的とする本大会に関する品目を日本陸連に対し引き渡す

ただし、具体的な範囲、承継方法、承継時期その他の詳細については、別途協議する



〇財団の利益相反管理規程第３条第二号において、利益相反行為は、役職員の利益と当法人の利益が相反する

行為のことをいい、本規程に定める利益相反行為の対象となる取引相手には、役職員が所属する他の企業・

団体を含んでいる。

〇日本陸連には財団の役職員が所属しており、利益相反の該当性があるため、当財団利益相反管理規程第６条

第１項に基づき第三者審査委員会において基本協定締結の妥当性を審査。

〇第三者審査委員会から、同規程第５条各号における諸要素を充足しており、総合的に考慮して本協定締結は

妥当との答申を得ている。

【第三者審査委員会における答申概要】

財団利益相反管理規程第５条各号における諸要素を充足しており、総合的に考慮して本協定締結は妥当

・財団及び日本陸連の間で役割分担を行うことは大会準備を着実に行ううえで必要不可欠であり、財団にとって利益を

最大化できる見込み（規程第５条１号及び２号）

・法人として東京2025世界陸上の準備・運営を行うために締結するものであることから、日本陸連に所属している財団の

役職員が不当に利益を得ているものではない（同３号）

・日本陸連は国内における中央競技団体、財団は世界陸上の実質的な運営を担う団体として、各々独立した立場から

協定を締結するものであり、財団の公平性に疑念が生じるとはいえない（同４号）

・基本協定の内容は合理的であるとともに、財団の利益を損ねるものではない（同５号）

協定締結に係る利益相反取引に関する第三者審査委員会の答申について

参考


